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  　　２０１５年　８月　７日

地方本部　執行委員長
　　　　　〃　　　青年（青年女性）部長

各　単組総支部　執行委員長　　様　
　　　　　〃　　　青年（青年女性）部長

　　　道　本　部　青年部幹事
  　                         　        　　　　　　　　　　自治労北海道本部
執行委員長　山上　潔

青年部長　斉藤　信
「平和な社会をめざす意見広告」行動について
各産別における日頃の活動に対し、心から敬意を表します。

昨年７月、憲法解釈変更による集団的自衛権行使容認が閣議決定され、また４月には「日米防衛協力のための指針（日米ガイドライン）」が改定され、米国の後方支援の地理的条件がなくなることが確認されています。また、「平和安全法整備法案」と「国際平和支援法案」の安全保障関連２法案については、戦争を合法化する法整備であるとともに、平和主義を根幹から覆す暴挙であり、決して許されるものではありません。しかし、多くの国民が反対するなか、与党は７月16日衆議院にて強行採決し、現在、参議院において議論されていますが、60日ルールの適用も視野に国会会期末の延長は戦後最大となり、今夏において何としてでも成立させようとしている姿勢が現れています。

その中において、戦争の被害を受けるのは罪なき民衆や労働者、女性、子どもたち、そして私たち青年層であることは歴史的に明らかです。

「戦争する国へと進むのか、平和な社会の道を進むのか」もまさに歴史的転換点とも言える状況に今こそ私たち青年層に具体的に平和な社会をめざす行動が求められています。

連合北海道青年委員会では憲法解釈変更による集団的自衛権の行使容認に反対し、安全保障関連法案の廃案に向けた取り組みを一層強化するために新聞への意見広告掲載の取り組みを行うこととし、賛同金を募集いたします。

自治労としても取組趣旨を理解し、多くの青年層で「平和で安心して生活できる社会」を訴えていくため最大限の取組を行いますので各単組でのご協力をお願いいたします。
記
１.取組趣旨
　新聞を活用し、意見広告を掲載することで世論に対し、憲法解釈変更による集団的自衛権行

使容認反対という青年の思いを発信する。また、職場における組合員と議論・対話することを

前提に、賛同金を募ることで組織強化を進めていくきっかけとする。
２.取組期間
　２０１５年８月３１日（月）まで
３.掲載時期 

　２０１５年９月１１日（金）（予定）　（９．１１の同時多発テロから１４年が経過）
　※参議院での審議状況を勘案し、効果的かつ法案が可決される前に掲載するため。
４.掲載新聞
　北海道新聞朝刊（予定）
５.掲載内容
　「憲法解釈変更による集団的自衛権行使容認反対」への意思を表明し、賛同者氏名一覧を掲
載する。ただし、掲載基準としては５００円以上の賛同金を行った方のみとする。
６.賛同金
賛同金は目安５００円とする。ただし、金額の強制はしない。
７.集約方法
　各単組で集約し、賛同金は下記口座へ振り込みをお願いします。また、賛同者一覧について
は、別紙の様式を用い、各地本でとりまとめのうえ８月２８日（金）までに道本部青年部まで
メールでの提出をお願いします。
８.振込先

　北海道労働金庫　本店営業部　普通　１０２７５０５

　連合北海道青年委員会　委員長　斉藤　信（さいとう　まこと）

９.問い合わせ先および賛同者一覧提出先
　自治労北海道本部　青年部長　斉藤　信
　住所　札幌市北区北６条７丁目　北海道自治労会館２階
電話　０１１－７４７－３２１１（自治労北海道本部）　FAX　０１１－７００－２０５３
E-mail:saitou@jichiro-hokkaido.gr.jp
以　上
